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農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策事業実施要領 

 

農 林 水 産 省 農 産 局 長 通 知  

  制  定 令和４年 12 月６日付け４農産第 3149 号 

 

第１ 対象事業 

農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策事業費補助金交付等要綱

（令和４年 12 月６日付け４農産第 3123 号農林水産事務次官依命通知。以下「交

付等要綱」という。）に定める農業支援サービス事業インキュベ―ション緊急対策

事業（以下「本事業」という。）の実施については、交付等要綱に定めるもののほ

か、この実施要領に定めるものとする。 

 

第２ 定義 

本事業における用語については、次のとおりとする。 

 １ 農業支援サービス事業 

別表１に掲げるサービス内容のいずれかに該当する事業をいう。 

 ２ 農業支援サービス事業体 

 農業支援サービス事業を実施する者をいう。 

 ３ スタートアップ 

   農業支援サービス事業を新たな事業として提供することをいう。 

 

第３ 事業内容 

  本事業の内容、交付率は、別表２に掲げるとおりとする。 

 

第４ 事業実施主体等 

 １ サービス事業体スタートアップ支援 

農林水産省農産局長（以下「農産局長」という。）が別に定める公募要領に基づき

応募したものから選定する事業実施主体（以下「スタートアップ支援主体｣という。）

は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）本事業を行う意思及び具体的な計画並びに本事業を的確に実施することがで

きる能力を有し、取組主体（本事業において、スタートアップ支援主体が助成

する農業支援サービス事業をスタートアップする者をいう。以下同じ。）の公募

選考や取組主体が行う取組に対して適切な助言等を行う能力を有する者であ

ること。 
（２）本事業に係る経理その他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有

し、定款、役員名簿、民間事業者の事業計画書、報告書、収支決算書等（これ

らの定めのない民間事業者にあってはこれらに準ずるもの。以下同じ。）を備え

ていること。 
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（３）主たる事務所が日本国内に所在し、本事業の適正な執行に関し、責任を持つ

ことができる者であること。 
（４）法人等（個人、法人及び団体をいう。以下同じ。）の役員等（個人である場合

はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す

る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事その他経営に実質

的に関与している者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）でないこと。 

 ２ サービス活用促進 

農産局長が別に定める公募要領に基づき応募したものから選定する事業実施主

体（以下「活用促進主体｣という。）は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）本事業を行う意思及び具体的な計画並びに本事業を的確に実施することがで

きる能力を有し、第３の取組を実施する能力を有する者であること。 
（２）本事業に係る経理その他の事務について、適切な管理体制及び処理能力を有

し、定款、役員名簿、民間事業者の事業計画書、報告書、収支決算書等を備え

ていること。 
（３）主たる事務所が日本国内に所在し、本事業の適正な執行に関し、責任を持つ

ことができる者であること。 
（４）法人等の役員等が暴力団員でないこと。 

 ３ スマート農業機械等導入支援 

農産局長が別に定める公募要領に基づき応募したものから選定する事業実施主

体（以下「サービス実施主体｣という。）は、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）代表者の定めがあり、かつ、組織及び運営についての規約の定めがあること。 

（２）本事業に係る計画を的確に実施することができる能力を有する者であること。 

（３）主たる事務所が日本国内に所在し、本事業の適正な執行に関し、責任を持つ

ことができる者であること。 
（４）法人等の役員等が暴力団員でないこと。 

 

第５ 補助対象経費 

交付等要綱別表２に掲げる経費のうち補助対象となる事業費の範囲は、別表３

に掲げるとおりとする。ただし、別表２のⅢの事業において、農業用の機械等を

取得・導入する場合にあっては以下の（１）から（７）まで、リース導入する場

合にあっては以下の（１）から（８）までに掲げる要件を満たすこととする。 

（１）サービス事業体がサービスを提供するのに必要な農業用機械であること。 

（２）本体価格が 50 万円以上（税別）であること。 

（３）新品であること。ただし、地方農政局長等（北海道農政事務所長、地方農政

局長、内閣府沖縄総合事務局長をいう。以下同じ。）が必要と認める場合は、

中古農業機械等（法定耐用年数から経過期間を差し引いた残存年数（年単位と
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し、１年未満の端数は切り捨てる。）が２年以上の農業機械等をいう。）も対象

とすることができるものとする。 

（４）利用期間は、法定耐用年数以上とする。 

（５）機械等の購入先の選定に当たっては、当該農業用機械等の希望小売価格を確

認するとともに、事業実施主体において、一般競争入札等の実施又は農業資材

比較サービス（AGMIRU「アグミル」）の活用等を通じて複数の業者（原則３者以

上）から見積もりを提出させること等により、事業費の低減に向けた取組を行

うこと。 

（６）動産総合保険等の保険（盗難補償及び天災等に対する補償を必須とする。）に

加入すること。また、適切な盗難防止対策を確実に実施すること。 

（７）本事業で導入する機械に附帯するシステムサービスの提供者が農業分野にお

ける AI・データに関する契約ガイドライン（令和２年３月農林水産省策定）で

対象として扱うデータ等を取得しようとするときは、事業実施主体（事業実施

主体以外の者に貸し付ける場合にあっては、当該貸付けの対象となる者。）は、

そのデータ等の保管について、本ガイドラインに準拠した契約を締結すること。 

（８）農業用機械等をリース導入する場合、以下の要件を満たすものとする。 

① 農業用機械等のリース期間は、事業実施計画の事業実施期間以上で法定耐

用年数以内とする。 

② リースによる導入に対する交付額（以下「リース料交付額」という。）につ

いては、次の算式によるものとする。 

「リース料交付額」＝「リース物件購入価格（税抜き）」×交付率（１／２以内） 

ただし、当該リース物件のリース期間を当該リース物件の法定耐用年数未満

とする場合又はリース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、その

リース料交付額については、それぞれ次の算式によるものとする。さらに、当

該リース物件に係るリース期間を当該リース物件の法定耐用年数未満とし、か

つ、リース期間満了時に残存価格を設定する場合にあっては、そのリース料交

付額については、それぞれ次の算式により算出した値のいずれか小さい方とす

る。 

 

「リース料交付額」＝「リース物件購入価格（税抜き）」×（「リース期間」 

÷「法定耐用年数」）×交付率（１／２以内） 

「リース料交付額」＝（「リース物件購入価格（税抜き）」－「残存価格」） 

× 交付率（１／２以内） 

 

第６ 採択基準 

 １ サービス事業体スタートアップ支援、サービス活用促進 

（１）公募要領に別途定める審査基準によって、応募者から提出された事業実施計

画等を、審査・採点及び評価し、審査ポイントが最多の事業実施計画を採択す
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るものとする（ただし、同一ポイントを獲得した事業実施計画が複数ある場合

には、要望額が少ないものを優先的に採択するものとする。）。 

（２）農産局長は、審査・評価委員会による指摘等があった場合は、応募者に指示

し、指摘等を反映した提出書類を提出されることができることとする。なお、

この場合に当たっても、ポイントの変更は行わないものとする。 

 ２ スマート農業機械等導入支援 

（１）サービス実施主体は、公募要領に基づき事業実施計画を策定する。 

（２）事業実施計画の採択に当たっては、農産局長が、交付等要綱、実施要領及び

公募要領に照らして適正であること並びに効果的・効率的な事業実施の確保に

ついて審査を行い、審査ポイントの高い順（同一ポイントを獲得した事業実施

計画が複数ある場合には、要望額の小さい順）に並べ、予算の範囲内において、

ポイントが上位の事業実施計画から順に採択するものとする。なお、予算の残

額が事業実施計画における要望額に満たない場合は、要望額の 80％を下限とす

る範囲内で事業実施計画を採択することができる。 

 

第７ 成果目標及び目標年度 

 １ 成果目標 

（１）サービス事業体スタートアップ支援 

スタートアップ支援主体による取組主体と産地のマッチング数 

（２）サービス活用促進 

活用促進主体による、農業支援サービスイベントの実施及び（１）の事業で得

られた情報と農業支援サービス事業体の情報とを掲載したポータルサイトの構築

と運用の開始 

（３）スマート農業機械等導入支援 

サービス実施主体の提供する農業支援サービス事業を活用する経営体数 

２ 目標年度 

 １の（１）及び（２）の事業は事業実施年度、１の（３）の事業は事業実施年

度の翌々年度とする。 

 

第８ 事業実施手続 

 １ サービス事業体スタートアップ支援 

（１）交付申請書及び事業実施計画の作成 
① スタートアップ支援主体は、交付等要綱第７に定める交付申請書及び公募

要領に別途定める事業実施計画を作成し、農産局長へ提出するものとする。 

② 農産局長は、①により提出された事業実施計画について、交付等要綱、実

施要領及び公募要領に照らして適正であること並びに効果的・効率的な事業

実施の確保について審査を行い、適正と認めた場合は、これを承認するもの

とする。また、①により提出された交付申請書について、承認した事業実施
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計画に基づき交付決定する。 

③ 事業実施計画の変更（交付等要綱別表２に定める重要な変更に限る。）につ

いては、交付等要綱第 13 の規定に基づく変更等承認申請書の提出をもって、

これに代えることができる。 

（２）業務方法書の作成 

スタートアップ支援主体は、別表２のⅠの取組の実施に当たり、あらかじめ、

当該事業の趣旨、内容、仕組み、消費税及び地方消費税の取扱い、補助金の交

付手続等を定めた業務方法書を作成し、様式第３号により農産局長に提出し、

その承認を受けるものとする。業務方法書を変更する場合も同様とする。 
（３）取組主体の募集 

スタートアップ支援主体は、本事業の実施に当たり、外部有識者等により構

成される公募選定委員会を設置し、取組主体を公募により採択するものとする。 
公募に当たって、スタートアップ支援主体は、取組主体に提供するサービス

の開発等に係る事業実施計画を提出させるものとする。 
公募選定委員会は、取組主体及び補助対象経費が適切か等について審査を行

うものとする。 
なお、スタートアップ支援主体は、取組主体を公募するごとに、公募選定委

員会を開催し、審査を行うものとし、審査結果について、様式第４号により農

産局長に提出し承認を得るものとする。 
（４）事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付決定後に行うものとする。ただし、スター

トアップ支援主体の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつや

むを得ない事情による場合においては、事業の内容が明確となり、かつ、交付

金の交付が確実となったときに限り、スタートアップ支援主体は、交付決定前

であっても着手することができるものとする。この場合においては、スタート

アップ支援主体は、農産局長に、様式第１号に定める交付決定前着手届を提出

し、交付決定までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行う

ものとする。 

（５）報告 

スタートアップ支援主体は、交付等要綱第５の規定に基づき、事業実施計画

で設定した成果目標等の達成状況について、取組主体に様式２－１に準じて本

事業の事業実施状況報告書を作成させ、併せて、農林水産業・食品産業の作業

安全のための規範に係るチェックシートを取組主体に提出させた上でこれを取

りまとめて、目標年度の翌年度の７月末日までに様式２－１により農産局長に

提出するものとする。 
 ２ サービス活用促進 

（１）交付申請書及び事業実施計画書の作成 

① 活用促進主体は、交付等要綱第７に定める交付申請書及び公募要領に別途
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定める事業実施計画を作成し、農産局長へ提出するものとする。 

② 農産局長は、①により提出された事業実施計画について、交付等要綱、実

施要領及び公募要領に照らして適正であること並びに効果的・効率的な事業

実施の確保について審査を行い、適正と認めた場合は、これを承認するもの

とする。また①により提出された交付申請書について、承認した事業実施計

画に基づき交付決定する。 

③ 事業実施計画の変更（交付等要綱別表２に定める重要な変更に限る。）につ

いては交付等要綱第 13 の規定に基づく変更等承認申請書の提出をもって、こ

れに代えることができる。 

（２）事業の着手 

事業の着手は、原則として、交付決定後に行うものとする。ただし、活用促

進主体の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない

事情による場合においては、事業の内容が明確となり、かつ、交付金の交付が

確実となったときに限り、活用促進主体は、交付決定前であっても着手するこ

とができるものとする。この場合においては、活用促進主体は、農産局長に、

様式第１号に定める交付決定前着手届を提出し、交付決定までのあらゆる損失

等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

（３）報告 

活用促進主体は、交付等要綱第５の規定に基づき、事業実施計画で設定した

成果目標等の達成状況について、目標年度の翌年度の７月末日までに様式第２

―２により事業実施状況報告書を作成し、農産局長に提出するものとする。 

３ スマート農業機械等導入支援 

（１）交付申請書及び事業実施計画書の作成 

① サービス実施主体は、交付等要綱第７に定める交付申請書及び公募要領に

別途定める事業実施計画を作成し、当該サービス実施主体が所管する都道府

県を管轄する地方農政局長等へ提出するものとする。なお、事業の範囲が複

数の地方農政局等の管轄する都道府県にわたる場合においては、サービス実

施主体は、その所在する又は主たる活動を行う都道府県を管轄する地方農政

局長等に提出するものとする。 

② 地方農政局長等は、①により提出された事業実施計画について、交付等要

綱、実施要領及び公募要領に照らして適正であること並びに効果的・効率的

な事業実施の確保について審査を行い、適正と認めた場合は、これを承認す

るものとする。また、①により提出された交付申請書について、承認した事

業実施計画に基づき交付決定する。 

③ 事業実施計画の変更（交付等要綱別表２に定める重要な変更に限る。）につ

いては、交付等要綱第 13 の規定に基づく変更等承認申請書の提出をもって、

これに代えることができる。 

 （２）事業の着手 
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事業の着手は、原則として、交付決定後に行うものとする。ただし、サービ

ス実施主体の実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得

ない事情による場合においては、事業の内容が明確となり、かつ、交付金の交

付が確実となったときに限り、サービス実施主体は、交付決定前であっても着

手することができるものとする。この場合においては、サービス実施主体は、

地方農政局長等に、様式第１号に定める交付決定前着手届を提出し、交付決定

までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとする。 

（３）報告 

サービス実施主体は、交付等要綱第５の規定に基づき、事業実施計画で設定

した成果目標等の達成状況について、目標年度の翌年度の７月末日までに様式

第２－３号により事業実施状況報告書を作成し、地方農政局長等に提出するも

のとする。併せて、農林水産業・食品産業の作業安全のための規範に係るチェ

ックシートを提出するものとする。 

 

第９ 評価等 

（１）事業成果の評価及び改善措置の指導等 

   スタートアップ支援主体及び地方農政局長等が、取組主体及びサービス実施

主体から第８の規定による成果目標等の達成状況の報告を受けた場合には、そ

の内容を点検し、事業の成果の評価を行うものとする。また、事業実施計画に

定めた成果目標の全部又は一部が達成されていないと認める場合には、当該取

組主体及びサービス実施主体に対し、必要な改善措置を指導し、当該成果目標

が達成されるまでの間、改善状況を報告させるものとする。 

（２）報告又は指導 

農産局長及び地方農政局長等は、事業実施主体に対し、本事業に関して必要

な報告を求め、又は指導を行うことができるものとする。 

 

第 10 その他要件等 

  事業実施主体及び取組主体は、農業支援サービスの普及、スマート農業の展開

を図ることを目的とし、行政機関、農業関係者等が実施する調査や講習会、見学

会等において、本事業により得られた成果の把握、公開・発表等に積極的に取り

組むものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和４年 12 月６日から施行する。  



 

 - 8 - 

 

別表１（第２関係） 

類型 サービス内容 備考 

専門作業受注型 農業者の行う農作業を代行する取組 

 

 

受委託契約の下で作業を代

行するもの。 

機械設備供給型 農業者が使用する農業用機械等を、レンタル・

サブスクリプション等の販売以外の手段によ

って農業者に提供する取組 

 

 

人材供給型 作業者を必要とする農業現場に農作業を行う

人材を派遣する取組 

 

 

データ分析型 農産物（生育途中のものを含む。）、種苗、土壌

やほ場等の状態の把握及びその情報の分析を

行い、これに基づき農業者に情報・助言等を提

供する取組 

 

 

その他 上記に当てはまらない農業支援サービスを農

業者に提供する取組 

 

農作業の効率化・高度化に資

する取組であること。 
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別表２（第３関係） 

事業の種類 事業の内容 交付率 

Ⅰ サービス

事業体ス

タートア

ップ支援 

１ 事業実施主体は、新たな農業支援サービス事業を産地に導入することを推進する

ため、 

（１） 農業支援サービス事業をスタートアップする事業者を公募し、 

（２） （１）の事業者が実施する農業支援サービス事業を希望する産地とのマッチ

ングを行い、 

（３） （１）の事業者が（２）の産地において試験的に農業支援サービス事業を提

供する取組等に要する経費の全部又は一部を助成する 

事業を行うものとする。 

 

２ 本事業の実施に当たっては、事業実施主体は 

（１） 業務方法書の制定 

（２） １の（１）の公募における募集要領の策定、応募者の審査・選考 

（３） １の（３）の支援の対象となる取組の審査・選考 

（４） Ⅱの事業の事業実施主体に対する本事業の成果の提供 

 を行うものとする。 

 

定額 

Ⅱ サービス

活用促進 

１ 事業実施主体は、農業支援サービス事業の活用を促進するため、以下の取組を行

うものとする。 

（１）イベントの開催 

農業支援サービス事業体の取組や利用者の声を紹介するなど農業支援サービス事業

体と産地とのマッチングを促進するイベントを複数回開催するものとする。 

（２）ポータルサイトの構築 

農業支援サービス事業を活用しようとする者等が、農業支援サービス事業体の情報

を収集できるポータルサイトを構築する。ポータルサイトの構築に当たっては、農業

者にとって有益かつ使いやすい仕組みを構築する観点から、必要に応じて農業者や農

業支援サービス事業体の関係者、有識者等からヒアリングを実施し、ウェブサイトの

具体的な内容や仕様等を決定する。決定された内容及び仕様等に基づきウェブサイト

を構築し運用を開始する。 

 

２ また、Ⅰの事業の成果について、Ⅰの事業の事業実施主体から提供があった際は、

ポータルサイトに掲載するものとする。 

 

定額 

Ⅲ スマート

農業機械

等導入支

援 

農業支援サービス事業の拡大に必要となるスマート農業機械等の導入を行う農業支

援サービス事業体を支援するものとする。 

 

1/2 以内 
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別表３（第５関係） 

費目 細目 対象となる事業の種類 内 容 注意点 

事業費 

 

会場借料 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な会議・商談会・

イベント等の開催やテス

トマーケティング等を行

う場合の会場借料に係る

経費 

 

・事業実施主体が会議室

等を所有している場合

は、事業実施主体の会議

室等を優先的に使用する

こと。 

 

会場設営費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な会議・商談会・

イベント等の開催や実

証・テストマーケティン

グ等を行う場合の設営に

係る経費 

 

 

通信・運搬

費 

 

Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な郵便、運送、電

話等の通信に係る経費 

 

・切手は物品受払簿で管

理すること。 

・電話等の通信費につい

ては、基本料を除く。 

 

借上費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な実験機器、事

務機器、通信機器、農業用

機械・施設、ほ場等の借上

げ経費 

 

・クラウド使用料（ウェブ

サイト構築時に必要なも

のに限る。）を含む。 

印刷製本費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な資料等の印

刷、製本等に係る経費 

 

 

広告・宣伝

費 

Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要なポスター・チ

ラシ等の作成・配布等に

係る経費 

 

情報発信費 

 

Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な情報発信（事

業の案内や成果発信等）

にかかる費用 

・事業実施主体が行う場

合に限る。 

・WEB コンテンツの作成、

システム管理等の WEB に

よる情報発信の経費を含

む。 

 

資料購入費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要なデータや図

書、参考文献の購入に係

る経費 

・新聞、定期刊行物等、広

く一般に定期購読されて

いるものを除く。 

原材料費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・本事業を実施するため

に直接必要な試作品の製

造や試験等に必要な原材

料に係る経費 

 

・原材料は物品受払簿で

管理すること。 

・有償で販売するもの及

び認知度向上等を目的と

して相当数を無償で配布

するものは含まない。 

 

消耗品費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な以下の経費 

・短期間（補助事業実施期

・消耗品は物品受払簿で

管理すること。 
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間内）又は一度の使用に

よって消費されその効用

を失う低廉な物品の経費 

・ＵＳＢメモリ等の低廉

な記録媒体 

・実証試験、検証等に用い

る低廉な器具等 

 

研修受講費 

 

Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接必要な研修の受講に

要する経費 

・補助金の確定額は、補助

事業に要した配分経費ご

との実支出額と、配分経

費に対応する補助金の額

（変更された場合は変更

後の額とする。）とのいず

れか低い額の合計額とす

る。ただし、実支出額の算

出に当たって、本事業に

より開催した研修会等に

おいて徴収した受講料等

に補助対象経費が含まれ

る場合には、当該受講料

等のうち補助対象経費に

相当する金額を控除する

ものとする。 

 

人件費  Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

・事業を実施するために

直接従事する事業実施主

体又は取組主体の正職

員、出向者、嘱託職員、管

理者等の直接作業時間に

対する給料その他手当 

・積算根拠となる資料を

添付すること。 

・人件費の算定に当たっ

ては、「補助事業等の実施

に要する人件費の算定等

の適正化について」（平成

22 年 9 月 27 日付け 22 経

第 960 号大臣官房経理課

長通知。以下「人件費の適

正化通知」という。）に定

めるところにより取り扱

うものとする。 

・人件費は、謝金の支払対

象者に対して支払うこと

は認めない。 

 

旅費 委員旅費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な会議の出席、

技術指導等を行うための

旅費として、依頼した専

門家に支払う経費 

 

 

調査等旅費 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な資料収集、各

種調査・検証、会議、打合

せ、技術指導、研修会、成

果発表等の実施に必要な

経費 

 

 

謝金 委員等謝金 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な資料整理、補

助、専門的知識の提供、マ

ニュアルの作成、原稿の

・謝金の単価の設定根拠

となる資料を添付するこ

と。 

・事業実施主体の代表者
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執筆、資料の収集、アンケ

ート調査等について協力

を得た人に対する謝礼に

必要な経費 

 

及び事業実施主体に従事

する者に対する謝金は認

めない。 

賃金等 

 

 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するため直

接必要な業務を目的とし

て、事業実施主体又は取

組主体が雇用した者に対

して支払う実働に応じた

対価（日給又は時間給）及

び通勤に要する交通費並

びに雇用に伴う社会保険

料等の事業主負担経費 

・賃金については、「補助

事業等の実施に要する人

件費の算定等の適正化に

ついて（平成 22 年９月 27

日付け 22経第960号農林

水産省大臣官房経理課長

通知）」に定めるところに

より取り扱うものとす

る。 

・賃金の単価の設定根拠

となる資料を添付するこ

と。 

・雇用通知書等により本

事業にて雇用したことを

明らかにすること。 

・実働に応じた対価以外

の有給休暇や各種手当は

認めない。 

・補助事業従事者別の出

勤簿及び作業日誌を整備

すること。 

 

技能者給 

 

 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

必要となる専門的知識、

技能を要する業務に対

し、実働に応じて支払う

経費 

・技能者給の単価につい

ては、本事業に直接従事

する者に係る基本給、諸

手当（時間外手当等は除

く。）、賞与及び法定福利

費を合わせた年間総支給

額を、就業規則で定めら

れた年間総就労時間で除

した額とする（算定に当

たっては、退職給付金引

当金に要する経費は除

く。）。 

・設定された単価が妥当

であるか精査するため、

単価の設定根拠となる資

料を交付申請の際に添付

することとする。 

・事業実施主体は、「作業

日誌」等を作成し、当該事

業に直接従事した者の従

事時間及び作業内容を証

明しなければならない。 

 

委託費 

 

 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・本事業の交付目的たる

事業の一部分（例えば、事

業の成果の一部を構成す

る調査の実施、機械・シス

テムの改修、取りまとめ

等）を他の者に委託する

ために必要な経費 

 

・委託を行うに当たって

は、第三者に委託するこ

とが必要であり、合理的

かつ効果的な業務に限り

実施できるものとする。 

・補助金の額の 50％未満

とすること。ただし、交付

事務の委託についてはこ



 

 - 13 - 

の限りではない。 

・事業そのもの又は事業

の根幹を成す業務の委託

は認めない。 

・民間企業内部で社内発

注を行う場合は、利潤を

除外した実費弁済の経費

に限るものとする。 

 

役務費  Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要であり、かつ、そ

れだけでは本事業の成果

とは成り得ない分析、試

験、実証、検証、調査、制

作、加工、改良、通訳、翻

訳、施工等を専ら行う経

費 

 

・民間企業内部で社内発

注を行う場合は、利潤を

除外した実費弁済の経費

に限るものとする。 

 

備品費  Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な試験、検証、調

査備品及び機械の導入に

係る経費（サーバ導入費

を含む。）。ただし、リース

又はレンタルを行うこと

が困難な場合に限る。 

・取得単価が50 万円以上

（税別）の調査備品及び

機械については、見積書

（原則３社以上（該当す

る設備備品を１社しか扱

っ て い な い 場 合 は 除

く。））、カタログ等を添付

すること。 

・耐用年数が経過するま

では、事業実施主体によ

る善良なる管理者の注意

をもって当該備品を管理

する体制が整っているこ

と。 

・当該備品を別の者に使

用させる場合は、使用及

び管理についての契約を

交わすこと。 

 

雑役務費 

 

手数料 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な謝金等の振り

込み手数料 

 

租税公課 Ⅰ サービス事業体スタ

ートアップ支援 

Ⅱ サービス活用促進 

 

・事業を実施するために

直接必要な委託の契約書

に貼付する印紙及び運営

拠出金に課される消費税

に係る経費 

 

 

機械費  Ⅲ スマート農業機械等

導入支援 

・事業を実施するために

直接必要な機械の取得又

はリース導入に係る経費 

 

実施要領第５に掲げると

おり。 

（注１）補助対象経費は、事業の対象として明確に区分できるもので、かつ、証拠書類によって金額等が確認でき

るもののみとする。なお、その経理に当たっては、費目ごとに整理するとともに他の事業等の会計と区分す

ることとする。 

（注２）上記の経費であっても以下の経費にあっては認めないものとする。 

１ 事業実施に直接関連のない経費 

２ 事務所の家賃など事業実施主体の経常的な運営経費 
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３ 事業実施期間中に発生した事故・災害の処理のための経費 

４ 補助対象経費に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額※ 

（※補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規

定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第

226 号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。） 

５ 傷害保険等任意保険の加入に要する経費 

６ 補助事業の有無にかかわらず、事業実施主体が具備すべき備品、物品等の購入及びリース・レンタルに

要する経費 

７ 他の国庫補助金を受けた又は受ける予定の経費 

８ その他本事業を実施する上で必要とは認められない経費及び本事業の実施に要したことを証明できない

経費 

 



様式第１号

交付決定前着手届（農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策）

２　交付決定前着手に係る条件

１　事業実施主体名

以下２点の条件を了承の上、交付決定前に着手したいので届け出る。
・交付決定を受けるまでの期間内のあらゆる損失等は、事業実施主体が負担する。
・交付決定を受けた補助金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても、異議はない。

申請先：

６　理由

３　事業内容

着手予定年月日 完了予定年月日

４　事業費

５　着手予定年月日及び完了予定年月日



様式第２－１号

１　事業実施主体名

２　成果目標の達成状況

４　添付資料

５　事業の進捗状況（補助事業者記載欄）

達成率（％）

１．スタートアップ支援主体による取組主体と
産地のマッチング数

成果目標の項目 事業完了年度 目標値 目標年度
目標年度に
おける値

３　成果目標を達成するに当たって実施した取組内容（取組主体と産地のマッチング方法等）

事業完了後の取組主体の活動がわかるものを添付すること。
目標年度における値に関する根拠資料を添付すること。

（注１）設定した成果目標に関する項目を記載すること。

（注２）目標年度における値に関する根拠資料を添付すること。

事業実施状況報告書（農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策のうちサービス事業体スタートアップ支援）

提出先：



様式第２－２号

１　事業実施主体名

２　成果目標の達成状況

４　添付資料

５　事業の進捗状況（補助事業者記載欄）

事業実施状況報告書（農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策のうちサービス活用促進）

提出先：

（注１）設定した成果目標に関する項目を記載すること。

（注２）目標年度における状況に関する根拠資料を添付すること。

ポータルサイトの運営状況がわかる書類を添付すること。

３　成果目標を達成するに当たって実施した取組内容（イベント開催やポータルサイト構築における工夫等）



様式第２－３号

１　事業実施主体名

２　成果目標の達成状況

４　添付資料

５　事業の進捗状況（補助事業者記載欄）

事業実施状況報告書（農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策のうちスマート農業機械等導入支援）

提出先：

成果目標の項目 事業完了年度 目標値 目標年度
目標年度に
おける値

達成率（％）

目標年度における値に関する根拠資料を添付すること。

（注１）設定した成果目標に関する項目を記載すること。

（注２）目標年度における値に関する根拠資料を添付すること。

３　成果目標を達成するに当たって実施した取組内容（導入機械、作業の工夫等）

１．事業実施主体の提供するサービスを活用す
る経営体数に係る目標



 

（様式第３号） 

 

番   号 

年 月 日 

 

農林水産省農産局長 殿 

 

 

 

住所 

団体名 

代表者氏名 

 

業務方法書の（変更）承認申請について 

 

 農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策実施要領（令和４年12月６日付け４農産第3149号

農林水産省農産局長通知）８の１の（２）の規定に基づき、サービス事業体スタートアップ支援実施要

領の承認を申請する。（※） 

 

 

 

 

※ 業務方法書を添付すること。 



 

（様式第４号） 

 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省農産局長 殿 

 

 

 

住所 

団体名 

代表者氏名 

 

農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策のうち 

サービス事業体スタートアップ支援（取組主体）に係る公募選定委員会による審査結果報告について 

 

 農業支援サービス事業インキュベーション緊急対策実施要領（令和４年 12 月６日付け４農産第 3149

号農林水産省農産局長通知）８の１の（３）の規定に基づき、別添のとおり報告する。（※） 

 

 

 

 

※ 取組主体による新たなサービスの開発等に係る事業実施計画を添付すること。 




